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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回　　　　　次
第40期
第１四半期
連結累計期間

第41期
第１四半期
連結累計期間

第40期

会　計　期　間
自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日

自　平成24年３月１日
至　平成24年５月31日

自　平成23年３月１日
至　平成24年２月29日

売上高 (千円) 10,020,82410,273,11939,943,572

経常利益 (千円) 178,570 227,918 1,063,103

四半期(当期)純利益 (千円) 5,689 109,176 478,580

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △361,217 △126,518 505,235

純資産額 (千円) 16,136,49716,473,55316,801,466

総資産額 (千円) 33,728,79133,442,62333,845,543

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 0.40 7.59 33.28

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 47.6 49.0 49.4

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４．第40期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　

　

EDINET提出書類

セントラル警備保障株式会社(E04799)

四半期報告書

 2/17



第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

　

２ 【経営上の重要な契約等】

(1)業務提携基本契約

契約会社名 相手方の名称 契約の名称 契約内容 契約期間

セントラル警備保

障㈱(当社)

東日本旅客鉄道

㈱

 (ＪＲ東日本)

業務提携基本

契約書

当社との資本提携及びＪＲ東日本グ

ループに対する警備サービスの提供に

関する業務提携（対価：物件ごとの個

別警備契約書による）。

平成９年12月18日

締結、以後１年ご

との自動更新

　

　
　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において、当社グループが判断したもので

あります。

　

(1) 業績の状況

（経営成績）

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、景気持ち直しの兆しが見られたものの、欧州財政

問題の影響により、株式市況は再び低迷し、為替市場においても円高が長期化するなど、グローバル経

済の影響による先行き不透明な状況が続いております。

当警備業界におきましては、安全・安心を求めるニーズは引き続き高いものの、価格競争の激しい大

変厳しい経営環境に置かれております。

このような状況の中、当社グループは５年後に迎える創業50周年を視野に入れた、新中期経営計画

「ＣＳＰパワフル50計画」を平成24年３月よりスタートさせました。筋肉質で競争力のあるパワフル

な企業を目指し、コスト競争力に磨きをかけると共に、画像関連サービスの拡販、鉄道営業力の強化、ア

ライアンスの強化などに尽力しております。

その結果、当第１四半期連結累計期間における当社グループの業績は、売上高は102億７千３百万円

（前年同期比2.5％増）となりました。利益面につきましては、営業利益２億２千４百万円（前年同期

比44.0％増）、経常利益２億２千７百万円（前年同期比27.6％増）、四半期純利益１億９百万円（前年

同期比1818.9％増）となりました。
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セグメントごと及び業務別の業績は次のとおりであります。

① セキュリティ事業

常駐警備部門につきましては、臨時警備が減少したこともあり、当第１四半期連結累計期間の売上高

は51億４千９百万円（前年同期比0.8％減）となりました。

機械警備部門につきましては、厳しい企業間競争の中、解約防止と売上増に努めた結果、当第１四半

期連結累計期間の売上高は32億５千３百万円（前年同期比1.9％増）となりました。

運輸警備部門につきましては、集配金サービスに尽力した結果、当第１四半期連結累計期間の売上高

は６億７千８百万円（前年同期比2.2％増）となりました。

工事・機器販売部門につきましては、鉄道系ＩＣカードが利用できる入退室管理システム

「centrics（セントリックス）シリーズ」が堅調に推移したこともあり、当第１四半期連結累計期間

の売上高は９億２千３百万円（前年同期比21.6％増）となりました。

これらの結果、当第１四半期連結累計期間のセキュリティ事業セグメントの売上高は100億３百万円

（前年同期比2.0％増）、セグメント利益（営業利益）は１億８千８百万円（前年同期比5.3％減）と

なりました。

② ビル管理・不動産事業

ビル管理・不動産事業につきましては清掃業務や電気設備の保安業務等の建物総合管理サービス及

び不動産賃貸を中心に事業を行っております。当第１四半期連結累計期間のビル管理・不動産事業セ

グメントの売上高は２億６千９百万円（前年同期比25.2％増）、セグメント利益（営業利益）は３千

５百万円（前年同期はセグメント損失（営業損失）４千３百万円）となりました。

　

（財政状況）

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ４億２百万円減少し、334億４千

２百万円（前連結会計年度末比1.2％減）となりました。その主な内容は、投資有価証券の減少３億６

千８百万円などであります。

負債は、前連結会計年度末に比べ７千５百万円減少し、169億６千９百万円（同0.4％減）となりまし

た。その主な内容は、長期借入金の減少８千７百万円などによるものです。

純資産は、利益剰余金の減少９千２百万円、その他有価証券評価差額金の減少２億４千万円などによ

り、前連結会計年度末に比べ３億２千７百万円減少し、164億７千３百万円（同2.0％減）となりまし

た。
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(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。

　

(3) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間において、当社グループにおける研究開発活動の状況に重要な変更はあ

りません。

　

(4) 生産、受注及び販売の状況

（生産実績）

当社グループは生産活動を行っておりませんが、当第１四半期連結会計期間末日現在実施中のセグメ

ントごとの契約件数は、次のとおりであります。なお、当第１四半期連結累計期間において、契約件数の著

しい増減はありません。

　

セグメント名称及び業務別名称 契約件数(件) 前年同四半期比(％)

(セキュリティ事業) 　 　

常駐警備 844 102.8

機械警備 74,307 105.5

運輸警備 2,559 99.9

小計 77,710 105.3

(ビル管理・不動産事業) 356 95.4

合計 78,066 105.2

　

（販売実績）

当第１四半期連結累計期間におけるセグメントごとの販売実績は、次のとおりであります。なお、当第

１四半期連結累計期間において、販売実績の著しい増減はありません。

　

セグメント名称及び業務別名称 金額(千円) 前年同四半期比(％)

(セキュリティ事業) 　 　

常駐警備 5,149,059 99.2

機械警備 3,253,187 101.9

運輸警備 678,308 102.2

工事・機器販売 923,163 121.6

小計 10,003,719 102.0

(ビル管理・不動産事業) 269,400 125.2

合計 10,273,119 102.5

　　(注) １　上記金額には消費税等を含んでおりません。

　　２　総販売実績に対する主な相手先別の販売実績の割合が10％未満のため、主要な販売先については記載を省略

しております。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

　

② 【発行済株式】
　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年５月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成24年７月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,816,692 14,816,692
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数
100株

計 14,816,692 14,816,692 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年３月１日～
平成24年５月31日

― 14,816,692 ― 2,924,000 ― 2,781,500

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 　 平成24年５月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）

― ―
普通株式 439,200

（相互保有株式）

普通株式 15,800

完全議決権株式(その他) 普通株式 14,330,700 143,307 ―

単元未満株式 普通株式 30,992 ― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 　 14,816,692― ―

総株主の議決権 ― 143,307 ―

(注) １　「単元未満株式」には当社所有の自己株式45株が含まれております。

２　「完全議決権株式(その他)」には、証券保管振替機構名義の株式が2,100株(議決権21個)、「単元未満株式数」に

は、同名義の株式が71株含まれております。

　
　

② 【自己株式等】

平成24年５月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
セントラル警備保障㈱

東京都新宿区西新宿
二丁目４番１号
新宿NSビル

439,200 ― 439,200 3.0

（相互保有株式）
㈱トーノーセキュリティ

岐阜県多治見市
上野町五丁目
38番１号

15,800 ― 15,800 0.1

計 ― 455,000 ― 455,000 3.1

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成24年３月１日

から平成24年５月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年３月１日から平成24年５月31日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年２月29日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,147,814 7,329,094

受取手形及び売掛金 704,390 535,124

未収警備料 3,405,824 3,389,281

有価証券 － 600,000

貯蔵品 632,787 696,584

その他 2,487,825 2,810,203

貸倒引当金 △16,155 △16,018

流動資産合計 15,362,487 15,344,269

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 5,669,163 5,765,843

減価償却累計額 △2,257,651 △2,321,317

建物及び構築物（純額） 3,411,511 3,444,526

警報機器及び運搬具 10,911,335 11,026,943

減価償却累計額 △8,483,668 △8,519,728

警報機器及び運搬具（純額） 2,427,667 2,507,215

土地 2,863,397 2,955,980

その他 1,158,274 1,199,959

減価償却累計額 △772,702 △797,918

その他（純額） 385,572 402,040

有形固定資産合計 9,088,148 9,309,762

無形固定資産 1,106,018 1,200,801

投資その他の資産

投資有価証券 4,575,608 4,207,432

その他 3,750,510 3,417,582

貸倒引当金 △37,229 △37,225

投資その他の資産合計 8,288,888 7,587,789

固定資産合計 18,483,055 18,098,354

資産合計 33,845,543 33,442,623
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年２月29日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年５月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 1,273,229 1,288,677

短期借入金 1,156,415 1,161,781

未払法人税等 339,742 412,317

前受警備料 293,381 291,707

預り金 4,961,713 4,226,536

賞与引当金 841,762 1,489,694

役員賞与引当金 43,250 52,875

災害損失引当金 93 －

その他 2,666,131 2,714,483

流動負債合計 11,575,718 11,638,073

固定負債

長期借入金 2,658,479 2,570,538

退職給付引当金 150,380 144,076

役員退職慰労引当金 29,153 28,211

資産除去債務 213,942 214,830

その他 2,416,403 2,373,339

固定負債合計 5,468,358 5,330,996

負債合計 17,044,076 16,969,069

純資産の部

株主資本

資本金 2,924,000 2,924,000

資本剰余金 2,784,157 2,784,157

利益剰余金 9,437,244 9,345,134

自己株式 △393,972 △394,080

株主資本合計 14,751,429 14,659,211

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,970,440 1,730,249

繰延ヘッジ損益 △12,711 △12,820

その他の包括利益累計額合計 1,957,728 1,717,429

少数株主持分 92,308 96,913

純資産合計 16,801,466 16,473,553

負債純資産合計 33,845,543 33,442,623
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年３月１日
　至 平成23年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年３月１日
　至 平成24年５月31日)

売上高 10,020,824 10,273,119

売上原価 8,066,226 8,299,485

売上総利益 1,954,598 1,973,634

販売費及び一般管理費

給料及び手当 666,415 666,564

賞与引当金繰入額 118,636 125,927

役員賞与引当金繰入額 10,375 10,625

退職給付費用 16,063 21,112

その他 987,276 925,062

販売費及び一般管理費合計 1,798,766 1,749,291

営業利益 155,831 224,342

営業外収益

受取利息 2,298 930

受取配当金 13,276 9,680

受取保険料 10,722 3,455

その他 18,683 11,728

営業外収益合計 44,981 25,795

営業外費用

支払利息 21,422 20,658

その他 820 1,561

営業外費用合計 22,242 22,220

経常利益 178,570 227,918

特別利益

貸倒引当金戻入額 1,580 －

特別利益合計 1,580 －

特別損失

投資有価証券評価損 27,535 －

固定資産除却損 850 157

災害損失引当金繰入額 22,768 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 72,663 －

特別損失合計 123,817 157

税金等調整前四半期純利益 56,333 227,760

法人税、住民税及び事業税 350,352 393,020

法人税等調整額 △302,443 △278,574

法人税等合計 47,909 114,445

少数株主損益調整前四半期純利益 8,424 113,315

少数株主利益 2,734 4,139

四半期純利益 5,689 109,176
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年３月１日
　至 平成23年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年３月１日
　至 平成24年５月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 8,424 113,315

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △370,065 △239,671

繰延ヘッジ損益 423 △162

その他の包括利益合計 △369,641 △239,833

四半期包括利益 △361,217 △126,518

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △363,897 △131,122

少数株主に係る四半期包括利益 2,679 4,604
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【継続企業の前提に関する事項】

　該当事項はありません。
　

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　該当事項はありません。
　

【会計方針の変更等】

　該当事項はありません。
　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　該当事項はありません。
　

【追加情報】

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年３月１日  至  平成24年５月31日)

当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及

び誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しております。

　

【注記事項】

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び前第１四半期連結累計期
間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連結累計期間に
係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次のとおりで
あります。

　

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年３月１日
至  平成23年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年３月１日
至  平成24年５月31日)

減価償却費 338,263千円 316,024千円

のれんの償却額 ― 千円 4,361千円

　

(株主資本等関係)

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成23年３月１日  至  平成23年５月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月26日
定時株主総会

普通株式 202,118 14.00平成23年２月28日 平成23年５月27日 利益剰余金

　
２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計
期間の末日後となるもの
該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間(自  平成24年３月１日  至  平成24年５月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年５月24日
定時株主総会

普通株式 201,286 14.00平成24年２月29日 平成24年５月25日 利益剰余金

　
２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計
期間の末日後となるもの
該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成23年３月１日  至  平成23年５月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
調整額
(注１)

四半期連結損益
計算書計上額
(注２)セキュリティ

事業
ビル管理・
不動産事業

計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 9,805,700215,12410,020,824― 10,020,824

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

874 62,896 63,771△63,771 ―

計 9,806,575278,02010,084,595△63,77110,020,824

セグメント利益又は損失(△) 199,223△43,392 155,831 ― 155,831

(注) １．調整額△63,771千円は、セグメント間取引消去によるものです。

２．セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間(自  平成24年３月１日  至  平成24年５月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
調整額
(注１)

四半期連結損益
計算書計上額
(注２)セキュリティ

事業
ビル管理・
不動産事業

計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 10,003,719269,40010,273,119― 10,273,119

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

1,049 68,848 69,897△69,897 ―

計 10,004,768338,24910,343,017△69,89710,273,119

セグメント利益 188,645 35,697 224,342 ― 224,342

(注) １．調整額△69,897千円は、セグメント間取引消去によるものです。

２．セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年３月１日
至  平成23年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年３月１日
至  平成24年５月31日)

１株当たり四半期純利益金額 0円40銭 7円59銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額(千円) 5,689 109,176

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 5,689 109,176

普通株式の期中平均株式数(千株) 14,392 14,377

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　
平成２４年７月１１日

　

セントラル警備保障株式会社

取　締　役　会　御　中

　

有限責任監査法人トーマツ 　
　

指定有限責任社員 　
公認会計士　　大　中　 　康　宏　　㊞

業 務 執 行 社 員　

　

指定有限責任社員 　
公認会計士　　鈴　木　　　 　努　　㊞

業 務 執 行 社 員　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているセン
トラル警備保障株式会社の平成24年３月１日から平成25年２月28日までの連結会計年度の第１四半期連結会
計期間(平成24年３月１日から平成24年５月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年３月１日から
平成24年５月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算
書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、セントラル警備保障株式会社及び連結子会社
の平成24年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に
表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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